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1. 宅地造成及び特定盛土等規制法（盛土規制法）について

静岡県熱海市で大雨によって盛土が崩壊し、大規模な土石流が発生したことにより、甚大な人的・
物的被害が生じました。
宅地の安全確保、森林機能の確保、農地の保全等を目的とした各法律に基づき、適正な盛土となる

よう指導していましたが、各法律の目的の限界等から、現行では盛土等の規制が必ずしも十分でない
区域が存在しているため、「宅地造成等規制法」を抜本的に改正して「宅地造成及び特定盛土等
規制法」（以下「盛土規制法」という）とし、土地の用途（宅地・森林・農地）にかかわらず、
危険な盛土等を包括的に規制します。

改正の経緯

[国土交通省HPより引用] 1



2. 規制区域（案）について

宅地造成等工事規制区域

特定盛土等規制区域
市街地や集落等から離れているものの、地形等
の条件から、盛土等が行われれば人家等に影響
を及ぼしうるエリア等を指定

市街地や集落、その周辺など、盛土等が行われ
れば人家等に危害を及ぼしうるエリアを指定

盛土
(目的問わず)

一時堆積

宅地造成等工事規制区域

特定盛土等規制区域

保全対象

市街地

保全対象
保全対象

保全対象

保全対象

集落
市街地になろうとする

区域

(森林)

(森林)

(農地)

宅地造成等工事規制区域とは

宅地造成等に伴い災害が生ずるおそれが大きい市街地若しくは市街地となろうとする土地の区域又
は集落の区域であって、宅地造成等に関する工事について、規制を行う必要があるもの。

（盛土規制法第10条）

盛土
(目的問わず)

盛土
(目的問わず)

盛土
(目的問わず)

盛土
(目的問わず)

主に丘陵地にある市街地、今後
市街地になりうる区域を指定

改正前の宅地造成工事規制区域に加えて、
土砂流出等により人家等に被害を及ぼしう
る森林、農地、平地部の土地を広く指定

規制区域のイメージ
改正前 改正後
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2. 規制区域（案）について 規制区域の考え方

宅地造成工事規制区域（現行）
面積：8,902ha
昭和37年指定

盛土等に伴う災害が発生する
蓋然性のない区域の除外

宅地造成等工事規制区域の
候補区域の設定

市内全域が都市計画区域であるため
市内全域を市街地等区域として抽出

市街地等区域の抽出
 市街地・集落等の抽出
1. 都市計画区域又は準都市計画区域
2～5. 省略

 市街地・集落等に隣接・近接する土地の区域

市内全域を指定

本市は市内全域が都市計画区域であり、盛土等に伴う災害が発生したとして、被害が発生しないと
想定される区域は認められないことから、市内全域を宅地造成等工事規制区域（案）とします。

宅地造成等工事規制区域（案） 3



3. 盛土規制法の許可について

宅地造成等工事規制区域内において行われる宅地造成等に関する工事については、工事主は、当該
工事に着手する前に、主務省令で定めるところにより、中核市長の許可を受けなければならない。

（盛土規制法第12条）

宅地造成等とは
①宅地造成：宅地以外の土地を宅地にするために行う盛土その他の土地の形質の変更
②特定盛土等：宅地又は農地等において行う盛土その他の土地の形質の変更
③土石の堆積：宅地又は農地等において行う土石の堆積（一定期間に限る）

概念図

②① ③

宅地における盛土等宅地以外の土地を
宅地にするための盛土等

盛土
盛土 盛土盛土 一時堆積

森林における盛土等農地における盛土等 宅地等における
土石の堆積
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3. 盛土規制法の許可について 許可対象となる規模

要
件

①盛土で高さが
の

崖を生ずるもの

②切土で高さが
の

崖を生ずるもの

③盛土と切土を同時に行い
高さが の
崖を生ずるもの

④盛土で高さが
と

なるもの

⑤盛土又は切土をする土地の
面積が と
なるもの

イ
メ
ー
ジ
図

高さ

切土
高さ

切土

切土
盛土

高さ 盛土

盛土

高さ

（崖を生じないもの）

（①②除く）

1ｍ超

盛土

（盛土又は切土のみの場合も含む）

面積

切土

土地の形質の変更（盛土・切土） 例：宅地を造成するための盛土・切土 残土処分場における盛土・切土
太陽光発電施設の設置のための盛土・切土 等

一時的な土石の堆積 例：土石のストックヤードにおける仮置き 等

要
件

⑥最大時に堆積する高さが かつ
面積が となるもの

⑦最大時に堆積する面積が
となるもの

イ
メ
ー
ジ
図

高さ

面積

高低差30cm超

面積

高低差30cm超

2ｍ超 2ｍ超
（①③除く）

2ｍ超 500㎡超
（①～④除く）

2ｍ超
300㎡超 500㎡超
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3. 盛土規制法の許可について

盛土等上面の排水勾配

地下水排除工（暗渠排水）

宅地擁壁

30°超

30°超

盛土
（厚さ30㎝以下毎に巻き出し締固め）

滑りやすい地盤の補強（杭等）

地山の勾配が15°以上の場合は
段切り施工

30°以下（崖以外）

道路の路面の部分その他の植栽、
芝張り等の措置の必要がないことが
明らかな地表面

崖面以外の地表面には
植栽、芝張り等の措置

既存がけ

擁壁

擁壁

青字：技術基準の改正箇所

土地の形質の変更（宅地造成、特定盛土等）に係る技術的基準

盛土内排水層（擁壁の背面排水）
※背面盛土材が粘性土等の

透水性の悪い土を用いる場合

破壊
転倒
滑動
沈下

擁壁は しないこと

盛土内排水層（水平排水層）

水抜き穴、排水層設置

• 盛土箇所の原地盤が不安定な場合や、谷埋め盛土等の崩落リスクが高い盛土の
場合は安定計算により安全を確認することを求める

• 特に、山間部における河川の流量が継続して存する土地等における１５ｍ超の
盛土の場合は、安定計算を行うことを政令で義務付ける

6

高さ１ｍ超の盛土による崖を生じる場合は
擁壁を設置



土地の勾配θ
(1/10以下)

地下水を排除
する措置

地下水を排除
する措置

地下水等による地盤の
ゆるみ等が生じない措置

倒壊等しないよう十分な構造耐力を
有する鋼矢板等を設置（地上高H超）

(イ)H=5ｍ超(H×2),(ロ)H=5ｍ以下(Ｈ)
の空地を確保

柵等 土石

空地 土石の堆積を行う区域

堆積する土石の高さH 搬入・搬出により
高さが変化

地下水を排除
する措置地下水等による地盤の

ゆるみ等が生じない措置地下水を排除
する措置

柵等

柵等

土石の堆積を行う区域

堆積する土石の高さH土石

空地 空地
(イ),(ロ)の
空地を確保

土石の堆積を行う区域 土質に応じた勾配を規定

表面シート養生

土地の勾配θ
(1/10以下)

地下水等による地盤の
ゆるみ等が生じない措置

土石 堆積する土石の高さH

例１）空地の確保に代わり
鋼矢板等を設置

例２）地盤が傾斜している
土地での一時堆積

例３）一時堆積する土石を
保管

柵等 柵等

土石の堆積に係る技術的基準

3. 盛土規制法の許可について

人工構造物により基礎勾配を
一定以下で確保(1/10以下)

地下水を排除
する措置

地下水を排除
する措置

搬入・搬出により
高さが変化

搬入・搬出により
高さが変化
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• 災害防止のための安全基準に適合すること
• 工事主が必要な資力・信用を有すること
• 工事施行者が必要な能力を有すること
• 土地の所有者等全員の同意を得ていること 他

3. 盛土規制法の許可について 許可申請の流れ

許可申請前

許可申請

工事着手

工事完了

土地所有者等の同意

周辺住民への事前周知

許可基準への適合

市長の許可

現場での標識掲出

定期報告

中間検査

完了検査

盛土等を行う土地の所有者等全員の同意が必要です。

周辺地域の住民に対し、
説明会の開催等により工事内容の周知が必要です。

工事現場の見やすい場所に、
当該工事に係る許可を受けている旨の表示が必要です。

工事の施工状況について３か月ごとに報告が必要です。
（一定規模以上の盛土・切土、一時堆積に適用）

工事完了後に確認困難となる工程の現地検査を行います。
（一定規模以上の盛土・切土に適用）

許可を得た工事主の氏名、
盛土等が行われる土地の所在地等を公表します。

安全基準への適合について、現地検査を行います。

施行規則により
強化・付加

施行条例により
強化・付加

宅地造成等規制法と比較して新規で追加される手続き
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項 目 規 程 の 概 要

中間検査

検査対象となる
規模要件

規制強化
高さ2m超→1m超、面積3000㎡超→500㎡超

検査項目 規制強化
検査項目を追加

処分の公表 安全性確保及び
災害発生防止

条例により公表することを規定
項目は規則で定める

盛土規制法の施行を踏まえ、宅地造成等に伴う災害を防止するため、法第18条第4項に
基づき中間検査等に関する規定を法施行条例として定めます。

 構成

 内容

4. 盛土規制法施行条例（案）について

（1）趣旨
（2）用語の定義
（3）中間検査を要する宅地造成又は特定盛土等の規模

（4）特定工程等
（5）公表
（6）委任
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• 中間検査の対象規模の引下げ

• 特定工程等の追加

• 監督処分の公表

盛土規制法では、中間検査の対象を許可対象案件のうち一定規模を超えるもの（高さ2m超、面積
3000㎡超の盛土等）としています。
さらに、今後新たに指定する宅地造成等工事規制区域におけるすべての許可対象案件（高さ1m超、
面積500㎡超の盛土等）を検査対象とします。

盛土規制法では、中間検査を実施する工程（以下「特定工程」）は１工程のみとなっています。
さらに、八王子市におけるこれまでの運用実績を考慮し、工事完了時に確認できないものについて
特定工程として追加します。
条例により追加する特定工程と、それに応じた特定工程後の工程は、P.11「特定工程及び特定工程
後の工程」及びP.12「中間検査の概念図」のとおりです。

不適正な盛土による災害の発生を防止し、市民の安全を確保することを目的に、監督処分を行った
際は公表を行います。

4. 盛土規制法施行条例（案）について
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特定工程 特定工程後の工程

既
定

盛土をする前の地盤面又は切土をした後の地
盤面に排水施設を設置する工事 排水施設の周囲を砕石その他の資材で埋める工事

① 盛土をする前の地盤に対し、段切りを行う工事 盛土をする工事

➁ 擁壁の設置のための根切りを行う工事 擁壁を設置する工事

③ 擁壁の基礎地盤の改良を行う工事 擁壁を設置する工事

④ 擁壁の基礎杭の打ち込みを行う工事 擁壁を設置する工事

⑤ 擁壁（鉄筋コンクリート造に限る。）の鉄筋の
組立てを行う工事 コンクリートを打設する工事

⑥ 擁壁の根入れ部分（練積み造に限る。）を築造
する工事 地表面を超える擁壁を築造する工事

⑦ 盛土の内部に排水施設を設置する工事 排水施設の周囲を砕石その他の資材で埋める工事

⑧ 盛土の内部に透水層を設ける工事 透水層の上面に盛土をする工事

特定工程及び特定工程後の工程

4. 盛土規制法施行条例（案）について
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4. 盛土規制法施行条例（案）について

中間検査の概念図

擁壁

④擁壁の基礎杭の打ち込みを
行う工事

⑧盛土の内部に
透水層を設ける工事

⑤鉄筋コンクリート造擁壁の
鉄筋の組み立てを行う工事

⑥擁壁の根入れ部分（練積み
造に限る）を築造する工事 ⑦盛土の内部に

排水施設を設置する工事

①盛土をする前の地盤に
対し段切りを行う工事

②擁壁の設置のための
根切りを行う工事

（政令）
盛土をする前の地盤面又は切土をした後の
地盤面に排水施設を設置する工事③擁壁の基礎地盤の改良を行う工事

12



1. 地盤に講ずる措置
・法面の標準形状を規定

・法面の設計基準（長大法）
盛土の高さが10mを超える場合には、土質試験等により、安定性が確保されていることを
義務化します。

・盛土全体の安定性の検討
盛土が一定の規模を超える場合は、盛土全体の安定性が確保されていることを義務化します。

宅地造成等に伴う災害を防止するため、法施行令第20条第2項に基づき、技術的基準の強化・
付加等について、法施行規則として定めます。

5. 盛土規制法施行規則（案）について

盛土の場合

小段1.5ｍ以上
3ｍ以下

3ｍ以下

30°

30°

切土の場合

35°

35°

小段1.5ｍ以上

5ｍ以下

5ｍ以下

技術的基準の強化・付加
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2. 擁壁の設置
・任意設置擁壁の制限
任意に設置する擁壁の構造は、鉄筋コンクリート造、無筋コンクリート造又は練積み造とします。

・擁壁の制限
谷埋め型大規模盛土、腹付け型大規模盛土、高さ10mを超える盛土・切土に擁壁を設置する場合には、
地震時の検討を行うことを規定します。

・認定擁壁の制限
谷埋め型大規模盛土、腹付け型大規模盛土、高さ10mを超える盛土・切土に法施行令第17条の認定擁壁を
設置する場合には、中地震・大地震対応の擁壁を選定します。

・擁壁の基礎地盤に対する地盤調査の義務化
設計条件に用いた地耐力を現地で確認するため、地盤調査を義務化します。

5. 盛土規制法施行規則（案）について

1. 許可等の公表
・盛土規制法調書の作成、公表
施行規則により盛土規制法調書を作成、公表し、必要に応じて写しの交付を行います。

・監督処分の公表
法第20条に基づく監督処分を行った対象地、処分内容等を公表します。

その他
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6. 盛土規制法の規定に基づく工事の許可の審査基準

各基準の図示、計算方法、必要書類等の
例示を審査基準として公表します。

• 盛土規制法、政令、省令に基づく基準
• 盛土規制法施行条例、規則に基づく基準
• 法令の改正、条例の策定等に伴う基準の修正

[現行の審査基準]
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令和４年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度

国交省

八王子市
区域指定業務

規制区域
法の適用

5.26

法施行

7. 盛土規制法の運用開始スケジュール

基礎調査

5.25

説明会

経過措置期間
（法施行から2年間）

5.27

法公布

宅地造成工事規制区域（旧法の運用） 新法による区域（新法の運用）

10.19

東京都と協定締結

1.29

区域指定
（案）

7月頃

規制区域指定
（予定）
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7. 盛土規制法の運用開始スケジュール 注意点

17

旧法に基づく
宅造規制区域

宅造許可又は開発許可の
取得状況

区域指定時の
工事着手状況 適用 必要な手続

規制区域内

なし 済 ― 届出

区域指定時に
宅造許可又は開発許可あり 未／済 旧法 ―

区域指定時に
宅造許可申請中で許可取得前 未 新法 許可申請

区域指定後に開発許可を取得 未 新法 ―

規制区域外

なし 済 ― 届出

区域指定時に開発許可あり
未 新法 許可申請

済 ― 届出

区域指定後に開発許可を取得 未 新法 ―

※2

※2

※1

※1

※1

新法の規制対象となる規模のものに限る
※1 区域指定日から21日以内に、当該工事についての届出が必要です。
※2 盛土規制法の許可を受けたものとみなされ、中間検査や定期報告、完了後の保全義務等の対象となります。



8. パブリックコメントのお知らせ
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「宅地造成及び特定盛土等規制法」の
運用について、令和6年（2 0 2 4年）1月
2 9日から 2月 2 8日までパブリックコメ
ントを実施しています。

資料及び意見書の配布場所等、詳細は
広報 1月 15 日号または市ホームページ
（下記の二次元コード）よりご確認く
ださい。


